
決議案第１号 

 

東京電力福島第一原子力発電所の事故による損害賠償対象区域 

の除外に抗議文（案） 

 

 去る１２月６日に文部科学省の原子力損害賠償紛争審査会より自主避難者等への賠償指

針が出されたが、その賠償対象が一部の市町村に限定されており、我々が以前より、強く求

めていた県内全域を対象とする内容とは異なっており、全く容認できるものではない。 

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の被害は、県内全域に及び、実質被

害・風評被害・健康不安等大きな打撃を与え続けて、県民は、不安と失望と苛立ちを感じて

いる。 

また、放射線による健康不安から、６万人近い福島県民が、白河市民では約３００人が県

外での避難生活を余儀なくされ、児童・生徒の県外転校も県民では１万人、市民では４０人

余りを数え、県はもとより白河市の人口は原子力災害を機に減少している。 

原子力損害賠償紛争審査会長は「低放射線量でも長期間浴びるとそれなりに健康被害が生

じる可能性があるという意味での不安がある地域」と説明しているように、福島県民全てが

被害者であるという実態を審査会は理解していないと言わざるを得ない。 

賠償指針の対象地域から外れた地域には自主避難者もいるが、１８歳以下の子どもや妊婦、

避難せずに生活を続けている人々が大勢いる。放射線に対する不安や影響は賠償指針の対象

地域と全く同じ感情である。このことを考えれば、２３市町村に限定する理由は見あたらな

い。 

よって、福島県民の感情を全く無視した今回の賠償指針に対し強く抗議する。 
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